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諮問庁：厚生労働大臣  

諮問日：平成２７年４月２８日（平成２７年（行個）諮問第８２号） 

答申日：平成２９年１０月２日（平成２９年度（行個）答申第１０３号） 

事件名：本人に対する労災補償給付の支給決定に関する文書の一部開示決定に

関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「審査請求人の労災請求に対して，平成２５年度に，特定労働基準監督

署長が，支給決定した事件に関する「一件記録」のすべて」に記録された

保有個人情報（以下「本件対象保有個人情報」という。）につき，その一

部を不開示とした決定について，諮問庁がなお不開示とすべきとしている

部分については，別表の６欄に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律（以下「法」という。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，岡

山労働局長（以下「処分庁」という。）が，平成２７年１月１６日付け岡

労発基０１１６第３号により行った一部開示決定（以下「原処分」とい

う。）について，不開示とされた部分の開示を求めるというものである。 

２ 審査請求の理由 

  審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書による

と，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

  ア 法１４条２号イ「法令の規定により又は慣行として開示請求者が知

ることができ，又は知ることが予定されている情報」，同号ロ「人

の生命，健康，生活又は財産を保護するため，開示することが必要

であると認められる情報」に該当する文書である。 

イ かつ，法１４条３号のただし書，「ただし，人の生命，健康，生活

又は財産を保護するため，開示することが必要であると認められる

情報を除く。」にも該当する文書である。 

ウ 「同条７号柱書きに該当するため，これらの情報が記載されている

部分を不開示とした。」とあるが，当事者である事業主は公益法人

の１つの特定法人である。即ち，国民の皆様の血税等で運営されて

いるのである。要は，不開示情報を開示することにより，審査請求

人の職務はごくあたり前に適正化がなされ，結果，少なくとも会社
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は，年間５００万～１０００万円以上の無駄な人権費を支払わなく

て済む（税金の無駄使いがなくなる）のであるから，これが，「公

益上の利益がない。」との処分庁の判断は，失当以外の何物でもな

い。 

（２）意見書 

 差別的判断であるということ 

ア 労働局と労働保険審査会での判断の矛盾  

労災保険請求に関しての文書であるが，労働保険審査会においては，

「一件記録」のすべてが全部開示される。他方，同じ案件なのに，

労働局では，部分開示となること自体が，明らかに不自然である。

つまりは，同じ法令通達等の元に，開示・不開示決定を行っている

のに担当者によって，判断が異なることなどあってはならないこと

である。ちなみに，将来，開示される予定のものは，開示ができる

との法令規定すらにも反していることを付言する。 

イ 「被聴取者が，不当な干渉を受けることが懸念され，審査請求人以

外の個人の権利利益を害するおそれがあるため，法１４条２号の不開

示情報に該当し，・・・」とあるが，「被聴取者が，不当な干渉を受

けることが懸念され，」とは，被聴取者が，事実ではないことを話し

た場合のことを指していることは明らかである。なぜなら，被聴取者

が，事実をありのままに，述ベた場合において，「不当な干渉」を受

けること自体が，通常では考えられない（高度の蓋然性がない）から

である。 

ウ 「これらの情報を開示することで，被聴取者が心理的に大きな影響

を受け，被聴取者自身が把握・認識している事実関係について申述す

ることを躊躇し，・・・」とあるが，この考え方が明らかに間違って

いる。要は，「開示しない」とするからこそ，会社側に偏った申述が

可能となってしまうのである。つまりは，のちに「開示する」と告げ

ることにより，被聴取者にありのままの事実を，申述させる効力が生

まれることを付言する。 

エ 審査請求人は，会社関係者の根拠のない（大嘘な）申述のみで，事

実認定された結果，未だに，精神的に追い詰められ，治療費もままな

らず，さらなる嫌がらせも受け，苦しめられ続けている。つまりは，

大嘘の申述をしている被聴取者らだけ権利保護をしておきながら，こ

の大嘘に対して，審査請求以前の早い段階での反論による早期支給決

定の機会を奪う本件不開示の判断は，労働者差別以外の何物でもない。 

オ したがって，少なくとも，印影以外は，開示がなされなければなら

ない。   

第３ 諮問庁の説明の要旨 
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  １ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求に関し，原処分において不開示とした部分のうち一部を新

たに開示した上で，別表中「不開示を維持する部分」欄に掲げる情報につ

いては，法１４条２号，３号イ及び７号柱書きに基づき，原処分を維持し

て不開示とすることが妥当である。 

２ 理由 

（１）本件対象保有個人情報の特定について 

本件対象保有個人情報は，審査請求人が行った労災補償給付請求につ

いて，特定労働基準監督署長が支給の可否を判断するために要した資料

一式である。 

（２）不開示情報該当性について 

ア 法１４条２号の不開示情報 

（ア）別表に記載した本件対象保有個人情報のうち，別表の３欄に掲げ

る通番（以下「通番」という。）２，通番４及び通番１０の不開示

部分は，審査請求人以外の氏名，印影など，審査請求人以外の個人

に関する情報であって，審査請求人以外の特定の個人を識別するこ

とができるものであるため，当該情報は，法１４条２号の不開示情

報に該当し，かつ同号ただし書イからハまでのいずれにも該当しな

いため，原処分を維持して不開示とすることが妥当である。 

（イ）別表に記載した本件対象保有個人情報のうち，通番３及び通番１

１の不開示部分は，特定労働基準監督署の調査官が本件労災請求に

係る処分を行うにあたり，審査請求人以外の特定個人から聴取した

内容等である。当該聴取内容等に関する情報が開示された場合には，

被聴取者が，不当な干渉を受けることが懸念され，審査請求人以外

の個人の権利利益を害するおそれがあるため，当該情報は，法１４

条２号の不開示情報に該当し，かつ同号ただし書イからハまでのい

ずれにも該当しないため，原処分を維持して不開示とすることが妥

当である。 

イ 法１４条３号イの不開示情報 

別表に記載した情報のうち，通番１及び通番７の不開示部分は，特

定事業場の印影である。印影は，書類の真正を示す認証的な機能を

有する性質のものであり，かつ，これにふさわしい形状のものであ

ることから，これらの情報が開示された場合には，当該事業場の各

種書類の作成等に悪用されるおそれがある等，当該事業場の権利，

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあることから，法

１４条３号イに該当するため，原処分を維持して不開示とすること

が妥当である。 

ウ 法１４条７号柱書きの不開示情報 
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別表に記載した本件対象保有個人情報のうち，通番３及び通番１１

の不開示部分は，労働基準監督署の調査官が本件労災請求に係る処

分を行うにあたり，審査請求人以外の特定個人から聴取した内容等

である。これらの聴取内容等が開示された場合には，被聴取者が不

当な干渉を受けることが懸念されることは，上記ア（イ）で既に述

べたところである。 

これらの情報を開示することで，被聴取者が心理的に大きな影響を

受け，被聴取者自身が把握・認識している事実関係について申述す

ることを躊躇し，労災請求人側，事業場側いずれか一方に不利にな

る申述を意図的に忌避するといった事態が発生し，公正で的確な労

災認定を実施していく上で必要不可欠な事実関係についての客観的

申述を得ることが困難になるおそれがあることから，これらの情報

は，開示することにより，労働基準監督署における労災認定等の事

務処理の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものであり，法１

４条７号柱書きの不開示情報に該当するため，原処分を維持して不

開示とすることが妥当である。 

３ 結論 

以上のとおり，本件対象保有個人情報については原処分の一部を変更し，

原処分において不開示とした部分のうち一部を新たに開示した上で，別表

中「不開示を維持する部分」欄に掲げる情報については，法１４条２号，

第３号イ及び第７号柱書きに基づき，原処分を維持して不開示とすること

が妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２７年４月２８日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年５月１９日     審議 

   ④ 同年６月２２日     審査請求人から意見書を収受 

   ⑤ 平成２９年８月３１日  委員の交代に伴う所要の手続の実施，本

件対象保有個人情報の見分及び審議 

   ⑥ 同年９月２８日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

本件対象保有個人情報は，「審査請求人の労災請求に対して，平成２５

年度に，特定労働基準監督署長が，支給決定した事件に関する「一件記

録」のすべて」に記録された保有個人情報であり，具体的には，別表の１

欄に掲げる文書１ないし文書１０に記録された保有個人情報である。 

処分庁は，本件対象保有個人情報の一部について，法１４条２号，３号
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イ及び７号柱書きに該当するとして，不開示とする原処分を行った。 

審査請求人は，不開示とされた部分の開示を求めているところ，諮問庁

は，諮問に当たり，原処分で不開示とした部分のうち，一部を新たに開示

した上で，その余の部分については，なお不開示とすべきとしている。 

このため，本件対象保有個人情報を見分した結果を踏まえ，諮問庁がな

お不開示とすべきとしている部分の不開示情報該当性について，以下，検

討する。 

 ２ 不開示情報該当性について 

（１）別表の６欄に掲げる部分について 

通番１及び通番７は，特定法人の印影であるところ，当該法人が必要

事項の記入及び押印をした上で，審査請求人自身がこれらの請求書を提

出したものであり，これを開示しても，当該事業場の権利，競争上の地

位その他正当な利益を害するおそれがあると認められないから，当該部

分は，法１４条３号イに該当せず，開示すべきである。 

 （２）その余の不開示部分について 

ア 法１４条２号該当性について 

   （ア）通番２ 

当該不開示部分は，審査請求人以外の個人の職氏名であり，それ

ぞれ法１４条２号本文前段に規定する審査請求人以外の個人に関す

る情報であって，特定の個人を識別することができるものに該当す

る。 

当該部分は，審査請求人が知り得る情報であるとは認められない

ことから，法１４条２号ただし書イに該当せず，また，当該部分を

不開示とすることにより保護される利益を上回る開示の必要性があ

るとは認められないことから，同号ただし書ロに該当せず，同号た

だし書ハに該当する事情も認められない。 

法１５条２項による部分開示について検討すると，当該部分は，

個人識別部分であることから，部分開示の余地はない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号に該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

（イ）通番４及び通番１０ 

当該不開示部分は，医師の署名及び印影であり，それぞれ法１４

条２号本文前段に規定する審査請求人以外の個人に関する情報であ

って，特定の個人を識別することができるものに該当する。 

個人の署名及び印影については，当該個人の氏名を審査請求人が

知り得るとしても署名及び印影まで開示する慣行があるとは認めら

れないため，法１４条２号ただし書イに該当せず，また，当該部分

を不開示とすることにより保護される利益を上回る開示の必要性が
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あるとは認められないことから，同号ただし書ロに該当せず，同号

ただし書ハに該当する事情も認められない。 

法１５条２項による部分開示について検討すると，当該部分は，

個人識別部分であることから，部分開示の余地はない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号に該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

イ 法１４条７号柱書き該当性について 

通番３及び通番１１の不開示部分は，労働基準監督署の担当官が本

件労災請求に対する処分に当たり審査請求人以外の第三者である特

定事業場の職員及び医師から聴取した内容が記載されている。 

これを開示すると，被聴取者が，労災給付請求者である審査請求人

からの批判等を恐れ，被聴取者等自身が認識している事実関係等に

ついて直接的な申述を行うことをちゅうちょし，労災給付請求者側

又は所属事業場側いずれか一方に不利になる申述を意図的に忌避す

るなど，正確な事実関係の把握が困難となるおそれがあり，労働基

準監督機関が行う労災認定の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法１４条７号柱書きに該当し，同条２号

について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

 ４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，その一部を法１４条２

号，３号イ及び７号柱書きに該当するとして不開示とした決定については， 

諮問庁がなお不開示とすべきとしている部分のうち，別表の６欄に掲げる

部分を除く部分は，同条２号及び７号柱書きに該当すると認められるので，

不開示とすることが妥当であるが，別表の６欄に掲げる部分は，同条３号

イに該当せず，開示すべきであると判断した。 

（第３部会） 

  委員 岡島敦子，委員 葭葉裕子，委員 渡井理佳子  
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別表 

 

１ 

文書 

番号 

２ 対象 

文書名 

３ 

通番 

４ 不開示を維持

する部分 

５ 不開示情報 

（法１４条） 

６ 開

示すべ

き部分 ２号 ３号イ ７号柱

書き 

１ 療養補償

給付たる

療養の給

付請求書

等 

１ 事業場の印影  ○    ○ 

２ 実地調査

復命書① 

２ １頁「調査内容」

欄の３行目の不開

示部分 

○    

３ １頁「調査内容」

欄の４行目，６行

目ないし１４行目 

○  ○  

３ 意見書① ４ 医師の署名及び印

影 

○    

４ 回送依頼

書 

５ なし ― ― ―  

５ チャドク

ガ皮膚炎

にかかる

概要 

６ なし ― ― ―  

６ 療養補償

給付たる

療養の給

付請求書

等 

７ 事業場の印影  ○  ○ 

７ レセプト ８ なし ― ― ―  

８ 実地調査

復命書② 

９ なし ― ― ―  

９ 意見書② １０ 医師の署名及び印

影 

○    

１０ 実地調査

復命書③ 

１１ ２頁不開示部分の

全て 

○  ○  


